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西ドイツの新経営協議会
二　神　恭　一
??
　新しい経営組織法は，1972年1月から施行されている。それは現在「ならし
運転中」だということができよう。だから，法解釈的な議論のうえで，新旧の
経営組織法の比較はできるにしても，新しい経営組織法が経営実践上に，いが
なる現実的作用を及ぽしているかについて論じ，またそうした現実的作用に関
し，新旧の経営組織法の比較をすることは，なお時期尚早といわなければなら・
ない。少くともあと数年を経て，そうした現実的問題は，とり上げられるべぎ
であろう。ところが，それにもかかわらず，多分に推測にもとづきながらも，
新しい経営協議会（Betriebsrat）を中心に，その現実的効果を言及するものが
みられるようになった。また，隈られた範囲ながらも，その実態調査がおこ荏
われ，調査結果も発表されるようになった。ここでは，上記のような現時点で
の制約を考えに入れながら，新しい経営組織法におげる経営協議会の要点，間
題点，若干の経験などに，簡単ながらふれておきたい。
??
　新しい経営組織法についての評価はわかれているようである。たとえば，
A．リッヒは「新しい経営組織法は，40以上も条文が増加したげれども，旧法
の域にとどまる」としている。リッヒによると，rいぜんとして経営協議会は，
第一に労働者の保護機関である。いぜんとしてそこには，従業員の協議権また
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は共同決定権が集中している。またいぜんとして，経営協議会の権限は，主と
して経営の杜会的事項と人事的事項と経済的事項にかかわるものである。大体
同じ範囲のなかでのみ，変更と拡大があるのだ。そこには少くとも，部分的に
は方針変更なり，新方針がみとめられる」。ω要するに，新しい経営組織法は，
基本的な態度において，旧法の域を出るものでなく，旧来のワクのなかでのみ，
変更と拡大があるのだ，というわけである。とくに，企業機関，つまり監査役
会への労働者代表の参加は，従来と同じく，3分の1にとどまったままであ
る。
　ところが，一方では，新しい経営組織法が経営における使用者と従業員の関
係に，決定的な変化をもたらすものだとする見解もある。たとえば，F．ゴヅ
センスは，「政府案は確実に，企業指導者と従業員のあいだの関係の基礎，な
らびに作業雰囲気全般を決定的に変更するだろう」，といっている。ゴッセソ
スはr新しい経営組織法は新しい経済・杜会秩序の礎柱だ」‘2〕としている。ま
たG．メーラーも，かなり控え目ながらも，r72年の経営組織法により，経営協
議会の協議権と芙同決定権はいちじるしく拡大されており，同時に，経営のな
かでの経営協議会とそのメソバーの立場は強化されている」，〔劃という。因みに，
新左翼とよばれる人びとのなかにも，新Lい経営組織法を一応評価する論者の
いることは注目に価する。F．フィルマールはこういっている。r新しい法律に
は，経営の決定プロセスにおける労働者の職場に貝口した直接のインフルエソス
の行使という意味で，全エネルギーをもって利用し，利用し尽すべきいくつか
の要素がある……」。＝4jフィルマールはこうした要素として，都門集会，個人の
聴取権と苦情申立権，作業組織での隈定された共同決定，労働協約による作業
グループをあげている。
　以上のように，新しい経営組織法の評価はさまざまである。全く相反する評
価さえ，みることができるようであって，西ドイツでは，公布されて間もたい
新法の評価が，必ずしもまだ定まっていない，といえる。
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　新しい経営組織法では，どのような個所が焦点なのであろうか。旧法に比べ
て，いかなるところがポイソトなのか。以下の諸節において，まず，そうLた
間題がとり上げられる。
注（1）Rich，A．，Mitbestimmmg　in　der　Industrie，Probleme＿Modell←Kritische
　　Beu汽ei1ung，Eine　sozialetlユische　Orientierung，ZOrich1973，S．122．
　（2）　Goossens，F，Das　neue　Betrlebsverfassungsgesetz　als　Grundpfeller　emer
　　neuen　Wi並schafts－md　Gesellschafts－ordnung，Pers㎝al：Mensch　und　Arbeit，
　　Heft2．1971，S．42．
　（3）Moller，G，Das　neue　Betrlebsverfassungsgesetz，m　M1tbestlmmung　m　der
　　Untemehmung（Hg．H．Jacob），Wiesbaden1973，S．33、
　（4）Vilmar，F．（Hg．），MenscbenwOrde　im　Betrieb，Model1e　der　Humanisierung
　　md　Demokratisiermg　der　industriellen　Arbeitswelt，Hamburg，1973，S－169．
??
　立法著の意志だと，新しい経営組織法も，労働法的な法律である。それが規
制するのは，労働老・労働者代表と使用老のあいだの関係である。こうした点
からいうと，新しい法律は，企業家的決定の自由を左右したり，制限したりす
る目的をもつものでは汰い。むしろ法律は，企業家的決定の領域で，従業員の
杜会的・人事的イソタレストを保障しようとする。ところが，実際には，旧法
の場合，こうしたイソタレストは，どうも守られなかったようである。0．ブ
ルーメの実証的研究などをみると，経営協議会は杜会的・人事的領域で，従業
員のイソタレストの維持・促進に努めてはいるものの，結果的には，それが所
期の成果を収めていないことか多い。ω
新しい経営組織法のもうひとつの基礎は，その平和義務（Fried㎝sp舶cht）
であり，闘争手段の行使の禁止である。この点も，すでに旧法の特徴だったと
ころであって，「使用老と従業員のあいだの信頼のある共働」がうたってあっ
た。新しい経営組織法にも，「使用著と経営協議会は，有効な労働協約に注意
を払いつつ，信頼をもって，当経営を代表する労働組合と使用考連盟と協力し
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て，従業員と経営の福祉のために協力する」（経営組織法・第2条・1），とさ
れてい乱この条文のほかにも，使用老と経営協議会のあいだの労働係争の禁
止の事項，および労働平和・経営平和を損う活動をやらないという，使用考と
経営協議会の義務の事項（同法・74条・2）がみられる。また同法・同条には，
r経営における党派の政治活動も止めなけれぼならない」旨が規定されており，
r経営や従業員に直接にかかわりのある労働協約上，杜会政策上，経済上の事
項の取扱いは，それにより影響をうけない」，とされている。
　新しい経営組織法では，労働協約の優先することが確認されている。上記の
ように，同法・第2条・1には，使用者と経営協議会はr有効な労働協約に注
意を払いつつ」協力することが明記されているし，また同条・3でも，「労働
組合の職務と使用者協定の職務は一・・この法律により影響されない」，となっ
ている。さらに，労働協約その他が規制する労働報酬と他の労働条件は，経営
協定の対象たりえない（同法・第77条・3）。
　新しい経営組織法によると，経営協議会が経営におげる協議権と共同決定権
を占有する。この点については，組合は実質的に補助的・助言的機能をはたす
にすぎたい。もつとも組合は，経営組織法の規定が犯されたといった場合に，
介入はできるけれども，それでも組合には，経営組織法上の問題に関し，規制
の権利は在いのである。経営組織法上の事項に関する労使の協定は，使用者と
経営協議会のあいだだげで締結することができる。新しい経営組織法でも，以
上のように，組合と経営協議会の機能たり職務なりの分離が，みとめられている。
　ところが・新しい経営組織法はこの分離を十分に考慮しながらも，同法はそ
の領域で，組合の権利を拡大している，といわれる。組合の代表は，経営上の
必要性，秘密保持，安全規程に反しないかぎり，定められた職務と権利を確か
めるため，経営に立入ることができる。また経営協議会メンバーの選挙に際し
ては，従業員が自ら活動しないとき，組合がイニシアティブをとる権利をもつ
（同法・第1416，17条）。選挙が手続に犬いに反し，選挙結果に影響がある場
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合，組合は敢消の講求をすることもできる。さらに，組合代表は経営協議会の
会議に，メンバーの4分の1の提案ないし一方のグループ（労務老か職員）の
多数の提案だけで，．助言的に参加しうる（同法・第32条）。経営集会や都門集
会に参加するのは，そうした決議なしで可能である（同法・第46条）。したが
って，経営集会や部門集会の目時と議題は，組合に適時，文書で伝えられなけ
れぱならなし・o
　経営協議会は従業員の独立機関であって，組合へ報告の義務や，組合から指
令を受げる義務はない。経営協議会は組合と協力することも義務づげられては
いない。・だが経営組織法は，経営協議会が法的義務をひどく犯した場合に，組
合に介入権をみとめている。童た組合は，経営協議会ないしそのメソバーが湊
的義務にひどく違反したとき，その解散ないし解任を要求することができる
（同法・第23条・1）。
　新しい経営組織法の適用範圏は，旧法のそれをほぼ継承するものだ。前者も，
満18歳をこえる労働者を，通常少くとも5人以上雇っているすべての経営に適
用される。それは西ドイツ国内に通用寺るだけである。西ドイツ企業の海外に
ある経営には，適用され恋い。目新しい点は，72年の経営組織法のなかに，海
運経営の規定がとり入れられたことである（同法・第114，115，116条）。いわ
ゆる目的経営とか情報経営に対しては，旧法の限定はゆるめられた。新しい経
営組織法によると，これらの経営については，経営または企業の特質がそれに
対立するときにのみ，適用がなされない（同法・第118条）。また宗教団体，慈
善組織，教育組織も，新しい経営組織法が適用され放い。
　ところで，新Lい経営組織法の人酌な適用範囲には，労務老（Aエbeiter）と
職員（Angestellte）と職業教育関係老がふくまれている（同法・第5条・1）。
またこれまで，指揮職員は，ごく例外を除いて，経営組織法の範囲に入ってい
なかったが，72年の経営組織法では，指揮職員をふくむ従業員の新しい定義が
おこなわれているのである（同条・2）。しかし，これは成功していないといわ
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れている。
　同条・3によると，つぎの指揮職員（1eitende　Angeste11te）には，この法律
は適用されない。すなわちそれは，職位と服務契約により，従業員の雇用と解
雇に権隈があり，または総代理権か業務代理権をもったり，経営の維持・発展
のために重要な，自己責任ある職務をもつ指揮職員である。
　すでに旧法のときから，職員と指揮職員，とくに協約外の職員と指揮職員の
区別が問題になっており，犬きく意見がわかれていた。旧法では，「使用者の
人的信任の厚いもの」という基準があったが，新しい経営組織法は，上記の基
準をみたす指揮職員のみを，その適用外においたのであ私とにかく，一応の
客観的基準がつくられたわげである。
注（1）B1ume，O。，Nomen　md　W趾1ichkeit　einer　Betriebsve㎡assu㎎，丁亡bi㎎en
　　19触二神，西ドイツ企業論，労使共同決定制の実態，東洋経済新穀社，昭和46年，
　　参照。
??
　経営鶴議会は経営の従業員の代表機関である。当経営の従業員のみが，その
選挙権と被選挙権をもつ。当然のことながら，組合の代表とか政党の代表とい
った部外老には，そうしたものはない。選任期問は3年である。経営協議会の
メソバーの人数は，経営におげる選挙権ある従業員数によりきまる。
　近代的経営では，労務者と職員の区別がくずれつつあり，それが実践化され
ている。しかL経営組織法はいぜん，両グループのげんみつな分離を前提とL
ている。同法・第14条・2によると，両グループは原則的に，別々の選挙手続
で代表をえらぶ。両グルーブの選挙権者が新選挙のまえに，それぞれの秘密投
票で共同選挙を決議した場合も，同じである。こうして選挙された経営協議会
では，労務者と職員は，その人数比率に応じて，代表をしていなげればならな
い。ただ，労務老と職員のこのような分離は，現実に合ったものとはいえず，
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この法的規制は，ひとつの逆行を意味する。
　経営協議会の拡大された職務分野に関して，従業員数300人以上の経営には，
経営常任評議会（Bet㎡ebsausschuB）が設けられる（同法・第27条）。この経
営常任評議会は，経営協議会の経常的業務を遂行しなければならたい。この経
営常任評議会の人数は，経営協議会のそれに応じ，3人から9人までとなって
いる。また同法・第28条にもとづき，杜会事項，賃金問題などといった，一定
職務を付託する委員会も，設げることができる。
　新しい経営組織法において，経営協議会活動の専従老の人数が，はじめて明
確に定められた（同法・第38条）。専従者については，経営協議会は使用者と相
談ののち，決議をおこなう。もっとも使用者はそのとき，原則として選択権が
ない。この人数は，経営の従業員数できまり，300人のところで，すでに1人
の専従者が置げる。9，000人のところでは，11人である。専従者の人数は，過
去において，労使間によく係争のあった問題だった。こうした問題は，経営協
議会の職務が拡大し，その活動が積極化するにつれ生じたようで，今般の規制
は，事態の追認を意味する。これで，この種の係争に一応の基準がしめされた
ことになるし，適格老の育成にも役立つと思われる。もっとも，法定人数で十
分かどうか，という間題はのこる。
　いくつかの経営から成る企業では，全体経営協議会（Gesamtbetriebsrat）が
できる（同法・第47条）。つまり，個々の経営協議会から，それぞれ1人ないし
2人の代表が出て，全体経営協議会を構成するのである。これは「上級経営揚
議会」ではない。全体経営協議会は経営協議会に指令を出したりすることはで
きない。ところで，経営協議会が経営の間題を扱うのに対Lて，全体経営協議
会のほうは，企業全般とか，いくつかの経営にかかわる事項を処理する。また
個々の経営協議会が規制できない事項についても，同様である（同法・第50条）。
なお，個々の経営協議会は，一定の事項を全体経営協議会に付託できる。個々
の経営協議会が企業捲揮者と折衝すべきだと考える問題などは，そうした付託
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のほうが，よいであろう。全体経営協議会のほうが，企業指揮者との接触が多
いからだ。
　新しい経営組織法によると，「コンツェルンには，個々の全体経営協議会の
決議により，コンツェルン経営協議会（Konzembetriebsrat）が設置される。
その設置には，コソツェルン企業の従業員の少くとも75パーセソトをかかえる，
全体経営協議会の同意が必要である」（同法・第54条・1）。コンツェルン経営
協議会の設置は任意である。コンツェルン経営協議会の構成なり機能の規定は，
全体経営協議会の規定に準拠する。だから，コンツェルソ経営協議会は，個々
の全体経営協議会では規制できないような，コンツェル：■全般にかかわる問題，
ならびに全体経営協議会がコソツェルン経営協議会に付託した事項の取扱いを
する。むろんコソツェルソ経営協議会は，コソツェルン傘下の企業の全体経営
協議会の上級機関ではない。
　旧法にも，若年老代表（Jugendve竹retmg）に関する規定がみられた。ただ，
それは散在していたのに対し，新しい経営組織法においては，それがまとめら
れ，そのr第三部」は，r若年着代表」となっている。同法・第60条・1によ
ると，r18歳に満たざる労働者（若年労働着）が，通常少くとも5人雇われてい
る経営では，若年者代表が選挙される」。この経営の若年老代表のほかに，経
営若年老集会（Betriebsjugendversamm1ung）や，企業にいく人かの若年者代
表がいるときには，若年者全体代表（Gesamtjugendvertretung）の定めがあ
る。
　若年者代表の一般職務は，つぎのようなものである（同法・第70条）。
　1．職業教育問題といった，若年労働者に役立つ方策を，経営協議会に提案
すること
　2、若年労働者のための法律・条例・災害防止規程・労働協約・経営協定の
実施を監視すること
　3．職業教育問題で，若年労働者からの発議を受げとること。それが妥当だ
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と思われるときには，経営協議会にその解決をもとめる。若年者代表は，交渉
の状況や結果を，若年労働者に知らさなければならたい。なお若年箸代表は，
その責務を遂行するのに必要な資料を，経営協議会に求めることがでぎる。
　一72年の経営組織法でも，従来のように，経営協議会は四半期に一度，経営の
全従業員を集めて，経営集会（BetriebsYersammlung）を開き，その活動報告
をしなけれぱならない（同法・第42，43条）。
　新しい経営組織法では，この経営集会のほかに，新たに，部門集会（Abtei－
1ungsversamm1mg）の制度が導入されている。r組織的ないし場所的に限定
された経営部分」の従業員が，かれらの特別の利害を論じなげれぱたらない場
合に，この部門集会が招集される。この制度はとくに大経営に利点がある。大
経営では，特定部門だけの問題も多くなり，経営集会において，それらを取り
上げていると，この会議体の活動は，繁多になりすぎるからである。
　なお，使用者も組合も，経営集会と部門集会へ招かれる。組合のほうは，経
営集会で発言する権利をもつ。使用老ないしその代表は，一年に一度，経営集
会において，経営の人事・杜会制度と，経営の経済状況（および推移）につい
て，報告をおこなわなげればならたい。さらに，当経営とその労働者に直接の
かかわりのある労働協約上，杜会政策上，経済上の事項も，経営集会と部門集
会のテーマとなりうる。
　協議会員集会（Betriebsr乞teversamm1mg）も，72年の経営組織法により設
けられた，新しい機関である。同法・第53条・1によると，r各年度に少くとも
一回，全体経営協議会は，経営協議会議長とその代理老，およぴ経営常任評議
会のその他のメソバーを招集して，会議を開かたげればたらない一・・」。つま
り，この会議のメソバーは，経営協議会議長とその代理者，および経営常任評
議会のその他のメソバーから構成されるのである。そこでは，つぎのことがお
、こなわれなげればならない。r1．全体経営協議会が活動報告をする，2．企業
家が，業務上の秘密を損わない程度において，人事・杜会制度，および企業の
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経済状況（と推移）について報告をする」（同法・第53条・2）。協議会員集会
は，全体経営協議会と個々の経営協議会のあいだのコミュニケーション，およ
び経営協議会相互のコミュニケーションに役立λそれは決定機関ではない。
ただ，全体経営協議会の存在で，経営協議会相互のあいだのコミュニケーショ
ソはふつうは確保されているわけであるから，協議会員集会の設置は屋上屋を
重ねるきらいがあろう。それは法的に決定機関でもなく，協議機関でもない。
協議会員集会は消極的な機関である。
　旧法と同じように，新しい経営組織法でも，通常，従業員数100人以上の企
業には，経済委員会（WirtschaftsausschuB）が設げられなげればならない。す
なわち，r通常，100人以上を雇用するすべての企業にあっては，経済委員会が
形成されなけれぱならない……」（同法・第106条・1）。ところが，72年の経
営組織法では，経済委員会の構成および職務が，まったく新しくたった。旧法
にあっては，経済委員会は労使双方の代表からパリティで構成されていた。新
しい経営組織法では，そのメソバーは全体経営協議会または一全体経営協議
会がないところでは一一経営協議会により任命される（同法・第107条・1）。
その人数は3人から7人までである。かれらは当該企業に所属していなければ
ならない。いわゆる指揮職員も，経営協議会のメンバーたりうる。また経済委
員会のメソバーの少くともひとりは，経営協議会にはいっていなげればならぬ。
　旧法によると，経済委員会の職務は，r経営協議会と企業家のあいだの信頼
ある共働を促進し，経済事項についての相互の疎通を確保する」（旧法・第67
条）ことであった。ところが，新しい経営組織法の経済委員会は，「……経済
事項を企業家と協議して，経営協議会に知らせる職務をもつ」（72年経営組織
法・第106条・1）。だから，経済委員会は情報機関から協議機関へ発展したわ
けである。さらに，経済委員会と企業家のあいだの討議対象となる経済事項も，
拡大されている。この規定の意味での経済事項には，とくにつぎのものがはい
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る（同法・第106条・3）。
1．企業の経済上・財務上の状況
2．生産と販売の状況
3．生産計画と投資計画
4．合理化計画
5．製造方法と作業方法，とくに新作業方法の導入
6．経営（ないしその部分）の操業の短縮とか休止
7．経営（たいしその部分）の移転
8．経営の統合
9．経営組織や事業目的の変更一
10．その他，企業の労働老のインタレストに大いにかかわる出来事と企画
　このリストをみると，経済委員会の討議の対象となる事項は非常に包括的で，
企業のほとんどの出来事は，ここでとり上げられることになりそうである。け
れども，企業家のほうも，業務上の秘密を楯にして，報告や討議を拒むことが
できる。
??
新しい経営組織法の焦点は，やはり従業員の共同決定権の拡大にあるといい
うる。狭義の共同決定権だけでなく，協議権，情報権についても，拡大がある。
72年の経営組織法では，狭義の共同決定権が増えており，その結果，多くの経
営事項について，使用者と経営協議会のあいだに合意がたげれば，伸裁機関ω
や労働裁判所が決定をしなければならない。また，これまで経営協議会の参加
が規定されていなかった分野で，その協議権や情報権がみられるようにたった。
さらに注目すべきは，新しい経営組織法では，使用著の意図した措置の直前に
なって，協議がおこなわれたり，情報があたえられたりするのではない，とい
う点である。そうしたことが，計画の段階（Planmgsstadium）で，ありうる
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のだ。したがって経営協議会は，臭体的措置の形成にイソフルエンスをもちう
るように、早めに意見をのべることができる。
　因みに。新しい経営組織法では，経営協議会の一般職務も拡大された。経営
協議会の一般職務は，従業員のための法律，条例，災害防止規程，労働協約，経営
協定が・経営のなかで遵守されているかどうかを監視することにある。つまり，
経営協議会が監視機能をもつという点が大切である。これに応じて，経営協議
会は使用者に対して，その職務を遂行するために必要な資料の提供を，い？で
ももとめうる。ところが，個人的秘密の保持という点から，人事記録は，ζの
種の資糊こ入らなかった。しかし，同法・第83条により，このたび，個々の従業
員にも，その閲覧権があたえられることになった。なお従業員は，閲覧のため
に，経営笛議会メソバーを引き入れることができる。この結果，個々の従業員
の同意があれば，人事記録は経営協議会の一覧にも供されることになるわげだ。
　また経営常任評議会は，その職務を遂行するために，賃金・給与リストを点
検することが，みとめられている。この点検権は，協約および協約外の賃金・
給与の双方にかかわる。点検権がみとめられるとするならば，まずそれは，協
約上の従業員グループについてでなければならない。たとえば，同一労働・同
一賃金の原則ないし義務は，労働協約にもとづいて成立するのである。そこで
経営常任評議会には，とくに協約上の従業員グルーカこ関して，つねに点検権
がみとめられている。一方，協約外の従業員の給与リストの点検は，個々の場
合に使用者の労働法違反の嫌疑が，経営常任評議会により指摘され，根拠づけ
られたときにかぎられる。
　また経営協議会ぽ，労働者の発議を受け，経営と従業員に役立つ方策を，使
用著に提議する権利なり義務をもつ。この場合，経営と従業員にかかわるもの
ならば，はっきりと経営組織法にふくまれていない事項でも，経営協議会は提
議ができるのである。使用老は信頼ある協力というオキテにもとづき，経営協
議会の提議を議論する義務がある。
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　さいごに，新しい経営組織法によると，経営協議会には，当該経営において
老齢者，重障害者，ガストアルバイターといった要保護者（schutzbed耐tige
Person）」の面倒をみる義務がある。
経営協議会の狭義の共同決定の核心は，いぜんとして杜会領域にある。新し
い経営組織法では，使用老が経営協議会の同意を取り付けなければ，決定ので
きない事項が，12もあがっている（同法・第87条・1）。
　1．経営規則間題と経営での従業員の服務規程の間題
　2．毎日の作業時問の開始と終了，休憩，一週におげる作業時間の配分
　3。経営慣行の作業時間の一時的短縮と延長
　4一労働報酬支払の時期，場所，方法
　5、一般の休暇原則と休暇表の作成，ならびに労使間に諒解のないときは，
　　個々の従業員に対する休暇の時聞的状況の確定
　6．従業員の行動や業績を監視するための技術的施設の導入と利用
　7．労働災害と職業病疾の補償規則，ならびに法規ないし災害防止規程の範
　　囲での保健衛生規則
　8．経営や企業やコンツェルソにかかわる杜会施設の形成，改善，管理
　λ　従業員に賃貸する住宅の割当と解約，ならびに利用条件の一般的な確
　　定
10．経営の賃金形成の間題，とくに支払原則の策定，新麦払方法の導入と利
　　用，その変更
11．出来高・割増賃率の確定，および金銭をふくむ業績報償
1Z　提案制度の原則
　なお，以上の義務的共同決定事項のほかに，同法・第88条によると，任意に
協定する杜会事項がある。こうした任意的経営協定の対象となるのは，従業員
のための財産形成方策と杜会施設の建設である。
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　さて，広義の杜会事項には，作業場所，作業経過，作業環境の形成がふくめ
られる。新しい経営組織法は，この分野ではじめて，経営協議会の情報権と協
議権をみとめた。同法・第90条によると，使用老は経営協議会に対し，構内の
建設言十画や技術設備言十画，および新計画の作業方法と職場について，情報をあ
たえなければならない。とくに，従業員に影響が出る点については，経営協議
会との協議が必要である。また同法・第91条にしたがうと，以上のような変更
が，従業員に特別の負担をもたらす場合には，経営協議会は負担を減じ，和ら
げ，調整するための適切な措置を要求しうる。もし労使が合意できなければ，
伸裁機関がこれを決める。
　旧法の考え方では，人事領域における経営協議会の参加は，具体的措置の遂
行に際して生じるべきものであった。新しい経営組織法では，経営協議会の協
議は，すでに計画段階で生ずる。立法者の考え方の前提は，こうである。つま
り，大きな意思決定はすでに計画段階で固められ，個別措置がとられようとす
るときに，それに「待った」をかげようとしても，もう遅すぎるのだ。
　同法・第92条によると，経営協議会は，適時に人事計画（Persona1p1anmg）
について清報をもとめうる。ただ立法著は，人員計画という概念を定義してい
ない。しかも大経営でも，r本当の人事計画制度が，今日でも成立していない
…・・」ともいわれる。だが一応，人事計画とは，経営の状況や企業の計画目標
に応じた将来の人員需要の調査と，適切な時点と場所および必要な質と量とい
った観点からの労働カ準備にかかわる措置の総体だとされている。したがって
経営協議会は，現在および将来の量的・質的人員需要，および配置・配置転換
・解雇といった人事措置に関する情報をえることができる。使用者は必要な措
置のやり方，とくに苛酷な措置の回避について，経営協議会と協議をしなげれ
ばならなし・o
　だが実際には，そうした情報を受ける時点については，議論の余地があるよ
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うだ。たとえば経営協議会ぱ，使用者が人事計画の調査をしたり，計画立案を
したりしているらしいというウワサをきくかもしれたい。そうすると，経営協
議会は情報を受げなかったと使用者に抗議し，経営親織法違反だというかもし
れない。だが計画は，使用者の計画立案が最終的におわり，実施できる状態に
なって，はじめて成立するのかもしれないのだ。とにかく，人事計画に関する
情報をめぐって，そんな問題がおこる。なお経営協議会は，人事計副こついて
資料を受けとるだけでなく，人事計画制度の導入のため，またその実施のため，
提案をすることができる。
　新しい経営組織法にしたがうと，経営協議会が要求すると，経営の未配置の
職場について，経営内で欠員募集がなされる。す放わち，r経営協議会の要求
により，欠員の出た職場は，その任命のまえに，一般にないしは一定種類の活
動に対し，経営のたかで募集されうる」（同法・第93条）。これは人事制度の公
開性の側防措置とみられ私さらに経営協議会は，人事質間票の導入と作成に
際して（また評価原則の確定に際して），狭義の共同決定権をもつ。すなわち，
r人事質間票は経営協議会の同意を要する・・二…」（同法・第94条・1）。このほ
か，従業員数1，000人以上の経営の経営協議会は，配置，解雇，組織改正，解
雇告知の際，人員選抜に関する指針樹立を要求できる。したがって，こうした
経営協議会は，人事の個別措置に対して，大きなイソフルユソスをもつことに
なろう。この権利は，1，000人以下の経営の経営協議会になると，義務的でな
く，任意のものだ。こうした規定のねらいは，専門的・人聞的・杜会的観点を
考慮しながら人事措置が遂行される基準をつくり出すことにある。
　職場教育聞題は，この人事計画とのかかわりがある。経営協議会は職業教育
施設の建設，および経営職業訓練措置の導入に際して，協議権をもつ（同法・
第97条）。また経営協議会は経営職業訓練の実施に関し，狭義の共同決定権を
もつ（同法』第98条）。経営磯業訓練の実施には，それに必要なすべての措置
がはいる。その場合，経営協議会はとくに，経営の職業教育方策の実施にあた
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って共同決定をなしうるし，教育係が必要な資格をもっていなかったり，その
職務に怠慢のあるときには，かれの解任を要求しうる。
　20人以上の経営では，経営協議会は人事の個別措置にも参加する。経営協議
会が人事の個別措置に参加する度合は，たんなる協議をこえる。だが，それが
狭義の共同決定権をもつ，とはいい難い。経営協議会は法で定められた理由か
ら，その同意を拒絶することができるにすぎないからだ。経営協議会は原則的
に，配置，組織編成，組織改正，配置転換のまえに，便用老から適時に必要な
資料とともに，その報告をうげる。経営協議会は同意をもとめられるわげであ
る。そのとき使用者は，経営協議会に対し，意図した措置の結果や該当者につ
いて知らさなければならない。
　さて経営協議会は，つぎのような場合，経営者からの通知後1週間以内に，
その同意を拒むことができる。すなわち，これが法律，条例，労働協約，災害
防止規程，裁判所の判決に違反すると思われる場合とか，人事措置が選抜指針
に反すると思われる場合とか，経営の他の従業員ないし本人に不利益をもたら
すおそれのある場合とか，必要な公示がなかった場合とか，人事措置の対象に
見込まれている従業員が，経営平和をかき乱す心配のある場合だ。
　もっとも，以上のリストは多くの観点から，ちがった解釈ができるようで，
このため，労便の係争をひきおこす危険があ私さて，経営協議会が1週間以
内に同意拒否権（それは文書による説明をともたう）を発動しなければ，同意
がえられたものとされ，その措置が実施される。経営協議会が，法律であげて
いる理由を楯にとり，その同意を拒んだときには，使用老は労働裁判所に訴願
して，裁判所の同意をえなければならない。使用者ぼ緊急を要するとき，人事
措置を一時的に実施しうる。だが使用者は，それを経営協議会に知らさなけれ
ばならない。後者がその必要性に異論を唱えたら，前老は3日以内に労働裁判
所に訴願しなけれぼならない。
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要するに，その手統は複雑化しており，労使の円滑な協力を確保しようとい
うなら，非常に時間がかかる。コンフリクトのある状況では，人事措置の実行
は，大変むずかしくなるだろう。
　新しい経営組織法では，解雇告知こついて，経営協議会の立場も，本人のそ
れも，以前に比して良くなっている。経営協議会は解雇告知まえに，聴敢をし
なければならない。経営協議会の聴取を経ない解雇告知は，法的に無効であ
る。そして，さきの個別的な人事措置と同じように，解雇告知には一般に，経
営協議会の同意は必要ない。だが，使用者の通知後1週間以内に，経営協議会
は解雇に反対することができる。それにもかかわらず，使用者が解雇をしたと
き，使用者は本人に経営協議会の反対論のコピーを渡さなげれぼならない。本
人が解雇に対し，解雇保護を申し立てた場合，使用者は，解雇の決着が労働裁
判所でつくまで，解雇しようとした従業員を雇わなげればならないのだ。もっ
とも使用着のほうも，つぎの場合，労働裁判所の決定にもとづき，継続唇用の
義務から免れることができる。すなわち，従業員の訴えが，正当だとする十分
な見込がなく，わがままだと思われる場合とか，艦続雇用が使用老に無理な経
済負担を負わせる場合とか，経営協議会の反対があきらかに根拠がない場合で
ある。
注（1）共同決定事項につき，労使1間に一致がみられないときは・伸裁機関が決定を下
　　す日仲裁機関は，必要な折に形成されることもあるし，経営協定により・常設のも
　　のとしてもつくられうる。それは労使岡数で，議長は双方の一致で任命される。労
　　使が一致しないときには，労働裁判所が議長を任命する。72年の経営組織法では，・
　　経営鶴議会の狭義の共同決定権が増加したため，仲戴機関の活動舞台もひろがり
　　た。もっとも，こうした事態について，批判もあ1るようである。
6、
経営協議会が経済事項に参カロするのは，まずは経済委員会を通じてである。
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この直接的参加は，経営変更の場合である。経営の一部休止，全面休止，移転，
合併や，経営の組織，目的，設備の根本的変更や，全く新しい作業方法と製造
方法の導入がそうしたものだ。経営変更の場合には，経営協議会は協議権をも
つ。つまり，経営協議会は企業家とのいわゆる利害調整の範囲で，経営変更の
是非とか，いつ，いかにして経営変更をおこなうべきか，とかいう点について
協議をしたげればならない。利害調整ができなけれぱ，企業家または経営協議
会は州の労働省の長官に伸裁を依頼する。それが不首尾なら，それはさらに仲
裁機関に持ち込まれるが，結局，企業家はその意思決定を貫きうる。
　だが，義務的な杜会プラソ（Sozia1p1an）のほうは，企業家優位というわけ
にいかない。この杜会プランとは，経営変更の際に作成すべきもので，従業員
が蒙る経済的不利益を調整し，緩和しようとするねらいをもつ。この杜会ブラ
ンについて，労使の一致がないときには，伸裁機関がこれを決める。
??
新しい経営組織法は実施されてから，2年余りLか経っていないのであるか
ら，現時点でその現実を語ることは適当ではない。それでも・現実の一端を伝
える資料は散見できるように・なった。ここでは，それらに拠りながら172年の
経営組織法の「経験」なり，「暫定的貸借対照表」（eine　vOr1註u丘ge　Bilanz）を
警見してみたい。たとえば，ミュンヘソの経営管理研究会（ABM）の資料も，
そのひとつである。ωそれは73年秋になされた，67の経営の経験交流にもとづ
く（いろんな部門にまたがっており，経営規模もさまざまである）。この資料
に拠って，経営協議会の活動の態様をみると，つぎの通りである。
　まず，経営協議会は，どの程度の頻度で開催されているのか。ABMの場合
は，月平均でつぎのようになっている。
　　経営協議会の会議
　　　　　1　回　　　　　　　　9　件
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　　　　　2　回　　　　　　　　14　件
　　　　　3　〃　　　　　　　　　5　〃
　　　　　4　〃　　　　　　　　　25　〃
　　　　　5　〃　　　　　　　　　7　〃
　　　　　6　〃　　　　　　　　　2　〃
　　　　報告なし　　　　　　　5　〃
　経営協議会の会議のながさは，つぎのように報告されている。
　　　　　　時問のながさ
　　　　　2時間以内　　　16件
　　　　　2　時　間　以　上　　　　　　46　〃
　　　　　午前またぼ午後の全部　　　　　23　〃
　これらデータをみるかぎり，経営協議会の活動はかなり活発だと推定され私
また経営組織法できめられた経営協議会の業務規程も，約三分の一のところで
制定されており，人事責任者にも知らされている。
　また経営協議会活動と若年老代表としての活動のため，作業を欠勤するとき
は，公けの申立がなされている。なお専従老の問題がある。すでにのべたよう
に，専従老の人数は定められているが，定数以上の専従者のいるところは少な
い。すなわち，定数より多い経営は8であり，そうでない個所が59である。な
お，専従者が休暇や病欠をしているとき，他の著が専従老に恋るところは，同
じく8経営，これを否定するのが，59経営であった。もっとも法律のほうは，
専従老の一時的不在のさいの，専従者の拡犬を定めていたい。
　経営集会のほうはどうか。それはどの程度開かれているか。データでは，72
年度の場合，つぎのようにな私
　　　　　回　数
　　　　　4　回　　　　　　　　29経営
　　　　　3　〃　　　　　　　　　7　〃
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35I
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　　　　　2　回　　　　　　　　23経営
　　　　　1　〃　　　　　　　　　3　〃
　　　　　O　〃　　　　　　　　　1　〃
　これによると，3ヶ月に1回，ないし6ヶ月に1回のところが非常に多く，
大部分のところでは，少くとも年2回は開催されていることになる。ただ，こ
の集会の時間は短く，2時間までが20経営，4時間までは9経営で，他は報告
はない。
　なお，経営集会には，使用者や経営協議会議長の要請ないし黙認で，ふつう
指揮職員が参加する。ABMの調査の場合には，49経営において，指揮職員の
大多数の参加がみられた。一方，18経営については，指揮職員が経営集会に出
ていない。新たに設けられた部門集会は，どの経営でも全く開催されていない。
　経営集会では，経営協議会の活動報告がおこたわれることになっているが，
調査でも，議題はそうしたものである。開催時問のながさからして，報告は比
較的スムーズにおこなわれているように思われる。なお，ある経営では，この
集会が連邦議会選挙の政党の政治演謝こも使われた，という。
　反響をよんだ人事記録の閲覧間題はどうか。ABMの調査では，人事記録を
閲覧する権利は，ほとんどすべての経営でまだ認知されていない。だから・詳
細な規制も，いまのところ無用である。この意義が大いに論じられたわりに，
現実の経営の状況は，遅々としている，といわざるをえない。なお，経営常任
評議会のやる賃金・給与リストの点検はどうか。ABMの調査では，24の経営
において，それがみとめられており，43経営において，これがまだ要求されて
いない。おそらく点検の要求があれぼ，使用者側はこれを認めざるをえないで
あろう。
　ABMの調査結果では，同法・87条にあるような杜会事項に関する経験は，
のぺられていない。ただ・広義の杜会事項についての報告はあ私すでにのべ
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たように，経営組織法・第91条では，従業員が作業場所，作業経遇，作業環境の
変化により薯しい負担を蒙るときには，経営協議会は，その負担を防止し，和
らげ，また調整する適切な措置をとるように，求めることができた。さて調査
によると，この規定に関し，7つの経営において，これまで経営協議会の交渉
がおこなわれた。たとえば，経営協議会はr労働の人聞性に見合った形成のた
め」に労働医学の専門家の意見をもとめた，という。もっとも営業監視官はこ
の新形成をはっきりと正当とし，認可をした。
　経営協議会は，経営の人事計画について，実際にどの程度の知らせを受けて
いるか。67経営のうちの32経営では，人事計画が経営協議会と人事責任者のあ
いだの協議の対象となっている。人事計画とのかかわり合いが意外に少ないが，
ゴヅセソスは，はじめの段階のために，こうした状況になっているのであって，
年を経るにしたがい，かかわり合いも多くなるだろうとしている。
　つぎに，未配置の職場の欠員募集の問題はどうであろうか。それはつぎのよ
うに注っている。
　　あらゆる職場に関して一……………………・19経営
　　一定種類の活動について一…………・……・…28〃
　　要求していない…………一…・・………………20〃
　人事上の個別措置をめぐる問題はどうか。大部分の経営の経営協議会では，
人事上の個別措置を扱うため，人事委員会を設けている。一般的にいって，経
営協議会と人事責任着や人事部門のあいだのコミュニケーションたいし関係は
「良好」のようである。
　20人以上の経営にあっては，使用者は経営協議会に，その配置，組織編成，
組織改正，配置転換のまえに通知をLて，必葵な侯補老資料を提出し，参加す
るひとの情報をあたえることになっている。経営協議会がこうした候補者資料
の提出を要求したところが，垂経営あった。しかし，その同意はえられなかっ
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た。その理由は，経営外の侯補者は配置のrまえ」に，そうする必要はないか
ら，ということだった。こうしたケースをみると，法的適用の解釈が，まだL
っかりしていないようだ。
　質問をした経営67のうち，4個所において，72年中に，経営協議会は人事上
の個別措置への同意を拒んだ。それはすべて，経営内の配置転換であった。つ
まり，配置転換される従業員が不利益をうけるだろうという心配があったから
でなく，他の従業員が，不利益をうけるおそれがある，というものだった。こ
うした点をみるかぎり，経営協議会が人事領域での共同決定権を濫用したり，
それが経営の人事措置のうえで，大きな障碍になっている，ということはない
ようである。
　また，解雇の告知のさいの共同決定も，同じ状況である。告知のさいのやり
方も，経営協議会の聴取に関し，一般にまさつなくおこなわれている。72年中
において，経営協議会の低抗のあったのは，6経営であった。これらの場合の
理由はふつう，「告知される従業員が同一経営の他の職場，または同一企業の
他の経営において，継続雇用できる」（同法・第102条・3）という点の指摘
である。
注（1）Goossens，E㎡ahm口9en　mit　dem　neuen　Betriebsve㎡assmgsgesetz，Personal：
　　Mensch　und　Arbeit，Heft1．1973．
??
　西ドイツ企業の共同決定制のうち，企業機関でのそれは，反響をよんだ割り
には，必ずLも実効性のあるものでは危かった。ωとくに，一般産業における
監査役会への労働者代表の派遣について，それがいえる。「要するに，『単純な
共同決定』適用下の企業の監査役会の労働者代表は，高いレベルの共同決定に
関与してはいない。場合によっては，監査役会での彼らの活動は，たんにイン
フォメ｝ション活動にすぎないことすらある。少くとも，監査役会での活動そ
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れ自体が重視されるよりも，経営協議会活動との関連において，戦略が練られ
るようである」。ω
　西ドイツ企業での実質的な共同決定活動は，経営協議会のレベルにおいてみ
られる。とくに一般産業では，現在のところ経営協議会こそが，いわゆる共同
決定制の中核をなし，ここを舞台にして，労働側の共同決定権が行使されてい
くのである。この意味で，経営協議会活動は大いに注目されるのであるが，と
りわけ昨今は，72年の経営組織法により，経営協議会活動が，どのように変わ
り，いかなる現実的効果をもつにいたったかが，非常に興味あるわげである。
　すでにのべたように，新しい経営組織法による経営協議会の論評はいろいろ
のようだし，それに，現在は，まだその全面的評価をなしうる段階でもない。
とくに，新経営協議会の経験に関するデータが，不十分なのである。この小論
が，新経営協議会の形式的問題を，主として取り上げざるをえなかったゆえん
である。新経営協議会は，基本的には，旧法による経営協議会の域を出るもの
ではないにしても，ここでとり上げた諸点からして，労使の共同決定という面
から，その職務や権限は一応の前進をしめしている，といいうるだろう。そし
て，その現実的活動は，一，二のデータにもとづくと，いままでのところ，「変
革的」作用をもたらしてないかわりに，それほどのトラブルも在く，使用老と
の関係も「良好」のようである。倒
注（1）二神，前掲書，参照鉋
　（2）前掲書，1μぺ一ジ日
　（3）　Goossens，a　a0，23，S庁asser，D，Das　Betrlebsverfassungsgesetz1972－eme
　　vor1至u丘ge　Bilanz，Persond：Mensch1ユnd　Arbeit，Heft3．1974、
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